
第３４号議案  

 

 

 

中野区立幼稚園条例の一部改正手続について  

 

 

 

上記の議案を提出します。  

 

 

 

令和元年（２０１９年）７月２６日  

 

 

 

提出者 中野区教育委員会教育長 入野 貴美子   

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

子ども・子育て支援法の一部改正に伴い、区立幼稚園の保育料を無

償化するため規定を改める必要がある。  

 



   中野区立幼稚園条例の一部を改正する条例  

 

 中野区立幼稚園条例（昭和４２年中野区条例第３４号）の一部を次

のように改正する。  

 第２条第１項中「支給認定子ども（以下単に「支給認定子ども」と

いう。）の同項に規定する支給認定保護者又は扶養義務者（以下「保

護者等」という。）は、別表に定める保育料を納付しなければならな

い」を「教育・保育給付認定子どもに係る保育料は、無料とする」に

改め、同条第２項から第５項までを削る。  

 第３条及び第４条を削る。  

 第５条中「教育委員会規則」を「中野区教育委員会規則（以下「教

育委員会規則」という。）」に改め、同条を第３条とする。  

 別表を削る。  

   附  則  

１  この条例は、令和元年１０月１日から施行する。  

２  改正後の中野区立幼稚園条例の規定は、令和元年１０月１日以後

の幼稚園の利用に係る保育料について適用し、同日前の幼稚園の利

用に係る保育料については、なお従前の例による。  

 



令和元年（２０１９年）７月２６日  
教 育 委 員 会 資 料  
教育委員会事務局保育園・幼稚園課  

 
 

幼児教育無償化に係る中野区立幼稚園条例の一部改正について 
 
 
１ 幼稚園保育料の改正について 
 国が進める「新しい経済政策パッケージ」等に係る少子化問題の解決策とし

て、「子ども・子育て支援法」の改正が２０１９年５月に行われ、２０１９年

１０月から、幼児教育無償化が実施されることとなった。 
ついては、中野区立幼稚園に通園する園児の保護者が負担する保育料を無償

化する。 
 
２ 対象者 
 下記、区立幼稚園２園に通園する園児（３歳から５歳児）の保護者 
 ○中野区立かみさぎ幼稚園 
 ○中野区立ひがしなかの幼稚園 
 
３ 改正内容 
 対象者に係る保育料は無料とする。 
 
４ 今後の予定 
 ２０１９年９月  区議会第３回定例会へ条例案を提出 
 



中野区立幼稚園条例新旧対照表 
改正案 現行 

第１条 （略） 第１条 （略） 

（保育料） （保育料） 

第２条 前条に規定する幼稚園を利用する子ど

も・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第

２０条第４項に規定する教育・保育給付認定子ど

もに係る保育料は、無料とする。 

第２条 前条に規定する幼稚園を利用する子ど

も・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第

２０条第４項に規定する支給認定子ども（以下単

に「支給認定子ども」という。）の同項に規定す

る支給認定保護者又は扶養義務者（以下「保護者

等」という。）は、別表に定める保育料を納付し

なければならない。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、生計を一にする世帯

（別表に定めるＡ階層、Ｂ階層及びＣ１階層に属

する世帯を除く。）において、小学校の第１学年

から第３学年までに在学している児童又は幼稚

園その他中野区教育委員会（以下「教育委員会」

という。）が別に定める施設若しくは事業を利用

している児童が２人以上いる場合であつて、当該

世帯の当該児童のうちの最年長の児童を除いた

児童（以下「対象児童」という。）に支給認定子

どもがいるときの当該支給認定子どもに係る保

育料の額は、次の各号に掲げる額とする。 

 ⑴ 別表に定めるＣ３階層に属する世帯に係る

対象児童のうち最年長の児童 ８５０円 

 ⑵ 前号に掲げる児童以外の児童 無料 

 ３ 第１項の規定にかかわらず、別表に定めるＣ１

階層に属する世帯において、支給認定子どもより

年長の特定被監護者等（子ども・子育て支援法施

行令（平成２６年政令第２１３号。以下「施行令」

という。）第１４条の２第１項に規定する特定被

監護者等をいう。以下同じ。）がいるときの当該

支給認定子どもに係る保育料は、無料とする。 

 ４ 第１項の規定にかかわらず、別表に定めるＣ１

階層に属する世帯のうち、生計を一にする要保護

者等（施行令第４条第４項に規定する要保護者等

をいう。）がいる世帯及び児童扶養手当法（昭和

３６年法律第２３８号）第６条の規定により児童

扶養手当の支給の認定を受けている保護者等の
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うち、婚姻によらず母又は父となつた保護者等で

現に婚姻していないもの（婚姻をしたことがある

保護者等を除く。）に係る世帯において、支給認

定子どもより年長の特定被監護者等がいないと

きの当該支給認定子どもに係る保育料の額は、第

１項の規定により定められた保育料に１００分

の５０を乗じて得た額とする。 

 ５ 第２項における最年長の児童が２人以上いる

場合、第３項における支給認定子どもが最年長で

あり、かつ、２人以上いる場合及び前項における

支給認定子どもが２人以上いる場合の取扱いに

ついては、教育委員会が別に定める。 

 第３条 既納の保育料は、還付しない。ただし、教

育委員会が必要と認めたときは、この限りでな

い。 

 第４条 保育料は、教育委員会が必要と認めたとき

は、これを減免することができる。 

（委任） （委任） 

第３条 この条例の施行に関し必要な事項は、中野

区教育委員会規則（以下「教育委員会規則」とい

う。）で定める。 

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育

委員会規則で定める。 

付 則 （略） 付 則 （略） 

 別表（第２条関係） 

 保育料徴収基準 
 各月初日における世帯の階層区分 基準額（月

額） 階 層

区分 
定義 

  円 
Ａ 生活保護法（昭和２５年法律第１４

４号）による被保護世帯（単給世帯

を含む。）及び中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進並びに永住帰国し

た中国残留邦人等及び特定配偶者

の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第３０号）による支援給付受

給世帯 

０ 

Ｂ 現年度分の市町村民税（特別区民税

を含む。以下同じ。）非課税世帯（市

０ 
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町村民税所得割非課税世帯を含

む。） 
Ｃ１ 現年度分の市町村民税のうちの所

得割課税額が７７，１００円以下の

世帯 

４，１００ 

Ｃ２ 現年度分の市町村民税のうちの所

得割課税額が７７，１０１円以上２

１１，２００円以下の世帯 

８，５００ 

Ｃ３ 現年度分の市町村民税のうちの所

得割課税額が２１１，２０１円以上

の世帯 

１３，７０

０ 

 

 備考 

 １ この表において「所得割課税額」とは、地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９

２条第１項第２号に規定する所得割の額に

よつて課する市町村民税であつて同法の規

定によつて計算された所得割の額を基準と

して教育委員会規則で定めるところにより

計算した額をいう。 

 ２ 第２条第１項に規定する者で、市町村民税

の賦課期日（地方税法第３１８条に規定する

賦課期日をいう。）において同法の施行地に

住所を有しないため、市町村民税が課されな

い者が属する世帯については、教育委員会規

則で定めるところにより、当該者の申告に基

づく収入の額を基礎として算定した額を同

法その他の市町村民税に関する法令の規定

により市町村民税が課される所得の額とみ

なして、この表を適用する。 

 ３ Ｂ階層からＣ３階層までの階層区分につ

いては、Ａ階層に属する世帯には適用しな

い。 

 ４ ４月から８月までの月分の保育料の額に

係るこの表の適用については、「現年度分」

とあるのは、「前年度分」とする。 

  

   附 則  

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。  
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２ 改正後の中野区立幼稚園条例の規定は、令和元

年１０月１日以後の幼稚園の利用に係る保育料に

ついて適用し、同日前の幼稚園の利用に係る保育

料については、なお従前の例による。 
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